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(ＴＥＬ ０３－５５３１－７３３４) 

 

米 Martin Marietta 社のカリフォルニア州におけるセメント事業資産買収に関するお知らせ 

 

 太平洋セメント株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：福田修二）の連結子会社で

ある CalPortland Company（本社：米国カリフォルニア州、以下 CPC 社）と Martin Marietta 

Materials, Inc.（本社：米国ノースカロライナ州、以下 MM 社）及びそのグループ会社（以

下 併せて MM グループ）の間で、MM グループのカリフォルニアにおけるセメント事業用

資産を CPC 社が買収することで合意しましたのでお知らせいたします。 

 なお、本資産買収は関係当局への届出に対する待機期間の満了を要件としており、2015 年

度第 2 四半期中の買収完了を目指します。 

 

１．資産買収の理由 

当社は、2015 年度から 2017 年度の３ヵ年を対象期間とした１７中期経営計画を策定し、

2015 年 5 月 12 日に公表いたしました。その中では、収益力の創出・向上のため、当社グル

ープにおいて、３年間合計で 1,000 億円程度の成長投資を実行する方針を打ち出しました。 

海外セメント事業におきましては、当社グループが環太平洋地域で一定の事業規模（セメ

ント生産能力）を獲得していくと同時に、既存事業の収益基盤強化、海外物流ネットワーク

を活かしたトレーディング事業を推進し、同地域におけるプレゼンスの維持・向上を図るこ

ととしております。 

また、米国セメント事業におきましては、既存事業の収益基盤を強化し、需要増を着実に

収益へ取り込む方針を掲げました。 

本資産買収により、CPC 社がカリフォルニア州に保有しているコルトン工場の生産中止

により縮小したセメント生産能力を回復することが出来ることに加えて、カリフォルニア州、

アリゾナ州およびネバダ州におけるセメント需要増に対応可能な供給体制の構築を図るこ

とが可能となります。 

同時に、MM グループが保有しているカリフォルニア州オログランデのセメント工場は、

大需要地であるロサンゼルスに近い立地であることから、CPC 社が保有する２つのセメン

ト工場（カリフォルニア州モハベ工場およびアリゾナ州リリトー工場）を含めた物流・生産



の最適化を図ることにより、物流費低減および生産最適化効果を見込むことが出来ます。 

この結果、当社グループの米国セメント事業の売上、利益とも着実な成長が見込めること

になり、収益基盤の強化に寄与するものと考えております。 

 

２．CPC 社の概要 

名 称；CalPortland Company 

所 在 地；2025 East Financial Way, Glendora, CA 91741 U. S. A. 

代 表 者；取締役社長 Allen Hamblen   

事 業 内 容；セメント、生コン、骨材、アスファルト製造及び販売  

資 本 金；24 百万ドル 

セメント生産拠点；モハベ工場、リリトー工場 

 

３．資産買収の概要 

CPC 社は MM グループより、同グループが保有するカリフォルニア州のセメント事業用

資産を買収いたします。なお、買収資産には、同州クレストモアのクリンカ粉砕工場は含ん

でおりません。概要は以下の通りです。 

買収資産： 

① セメントプラント：オログランデ工場 

② セメントターミナル： 2 ケ所（ストックトン、サンディエゴ） 

買収金額：420 百万ドル 

  

４．MM 社の概要 

名 称；Martin Marietta Materials, Inc. 

所 在 地；2710 Wycliff Road Raleigh, NC 27607 

代 表 者；C. Howard Nye (Chairman, President and CEO) 

事 業 内 容；骨材、セメント、生コン、アスファルトの製造および販売 

資 本 金；3,244 百万ドル 

設 立 年；1939 年 

連結純資産；4,352 百万ドル 

連結総資産；7,464 百万ドル 

（MM 社「ANNUAL REPORT 2014」を参考に作成） 

 

５．今後の見通し 

資産買収契約締結日；2015 年 6 月 30 日 

資産買収実行日；2015 年度第 2 四半期中（予定） 

（注）本件の実行は関係当局への届出に対する待機期間の満了が要件となります。 

なお、本件が当期の当社連結業績に与える影響につきましては、現在精査中です。 

以上 


